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第１図 求職理由別失業者数の推移

〔備考〕 総務省「労働力調査」より作成。

失業者の数は１９９０年代に徐々に増加した後、９８年に２５０万人を超え、０２年には最高の３５９万人にのぼった。
非自発的離職者数も９８年から０２年にかけて急増して、自発的離職を上まわった。その後、０７年にかけて減
少したものの再び増加して、自発的離職を超えた。

第２図 男女別正社員・非正社員の推移

〔備考〕 総務省「労働力調査」より作成。
２００１年まで２月、０２年以降は１～３月平均。

男性正社員は９０年から９４年まで増加し、その後は横ばいとなったものの９７年の２６３９万人をピークに減少に
転じた。この間、男性非正社員は一貫して増加している。他方、女性では正社員も非正社員も増え続けて
いるが、女性非正社員の伸びの方が大きく、その差は縮まった。
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第３図 若者の非正規類型別非正社員数の推移（男性）

〔備考〕 総務省「労働力調査」より作成。

非正社員をパート・アルバイトの「パートタイム型」（家計補助型）と派遣・契約・その他の「フルタイ
ム型」（家計自立型）とに分けて増加傾向をみると、男性の「フルタイム型」は２０００年の１６万人から０６年
の８９万人へと急増し、０６年と０８年にはパートタイム型を上まわっている。

第４図 若者の非正規類型別非正社員数の推移（女性）

〔備考〕 総務省「労働力調査」より作成。

女性の非正社員は、各年とも「パートタイム型」が「フルタイム型」を大きく上まわっている。女性の
「フルタイム型」も増加しているが、その勢いは男性ほどではない。「パートタイム型」を追い越すこと
もなく、依然として家計補助型の非正社員の方が多い。
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第５図 雇用形態別「自分の収入」の比率

〔備考〕 厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（２００７年）より作成。

「あなたの生活は主になにによっていますか」という質問に、「自身の収入」という回答を選んだ者の割
合を雇用形態別に比べたものである。契約社員と派遣労働者の階層では、男性で約９割、女性でも約５割
になっていて、正社員とほぼ同じである。これは家計自立型非正社員の存在を示している。

第６図 所定内給与額と年間賞与額の推移

〔備考〕 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。

所定内給与・年間賞与とも０１年をピークに低下傾向がみられる。所定内給与は０１年の３０万５８００円から０９年
の２９万４５００円に、年間賞与は０１年の約１０３万円から１０年の約７９万円に下がった。所定内給与における０９年
の大きな落ち込みは、リーマン・ショックの影響だとみられる。
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第７図 国家公務員・地方公務員数の推移

〔備考〕１） 国家公務員の２００４年の減は国立病院が特定独立行政法人に、国立大学及び大学共同利
用機関が国立学校法人及び大学共同利用機関法人に移行したことに伴うもの。

２） 国家公務員の２００７年の減は日本郵政公社が民営化されたことに伴うもので、日本郵政
公社分を除いた在職者数の変化は２，７７９人。

３） 国家公務員は在職者数、地方公務員は一般職員（臨時職員及び特定地方独立行政法人
職員を含む）、教育公務員（教育長を含む）、警察官の合計。

４） 人事院「年次報告書」、総務省自治行政局「地方公務員給与実態調査」。

国家公務員・地方公務員の職員数は、９４年度以降、ともに減少している。うち国家公務員では、０３年から
０４年にかけてと０６年から０７年にかけて急減し、その後はほぼ横ばいになっている。他方、地方公務員では
このような急減期はないが、ほぼ一貫して減少し続けている。

第８図 公務員一人当たりの国と地方を通じた財政支出

〔備考〕１） 財政支出は、国（一般会計と交付税及び譲与税配付金、公共事業関係等の６特別会計
の純計）と地方（普通会計）の財政支出の合計から重複分を除いた歳出純計額。

２） 国家公務員は在職者数、地方公務員は全地方公共団体（一部事務組合等を含まない）
の全職員数の合計。

３） 人事院「年次報告書」、総務省自治行政局「地方公務員給与実態調査」、総務省「地方
財政白書」。

公務員一人当たりの財政支出は９４年度から０６年度まで４０００万円前後で推移し、以後、急増して５０００万円を
超え、約１．５倍に増えた。財政支出には公債費も含まれ、仕事量そのものの増大を示すものではないが、
その増加は公務員の業務負担の増大を示唆している。


